
規 則

�愛媛県規則第３１号
愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３０年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則

愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成３０年６月１５日から施行する。

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

改 正 後 改 正 前

（経済労働部各課の所掌事務）

第１２条 省略

２～５ 省略

６ 観光物産課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 住宅宿泊事業に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

７ 省略

（経済労働部各課の所掌事務）

第１２条 省略

２～５ 省略

６ 観光物産課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

７ 省略
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告 示
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�愛媛県告示第５２７号
平成３０年４月１１日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成３０年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

株式会社
ＪＡファームう
ま

愛媛県四国中央市土
居町中村１１０３番地１

愛媛県四国中央市土
居町津根１３７７番１ほ
か６筆

３，８８４

株式会社
石川興産

愛媛県四国中央市下
柏町８４８番地１

愛媛県四国中央市土
居町天満７２０番１ ４，２７２

農事組合法人
たいよう農園

愛媛県大洲市野佐来
１６２番地２０

愛媛県北宇和郡松野
町上家地６４７番地１
ほか６筆

４，２８６

武 智 弘 樹 愛媛県伊予市中山町
中山酉１８４番地

愛媛県伊予市中山町
出渕５番耕地１３６８番
３ほか３筆

１，５７１

梶 谷 晋 平
愛媛県八幡浜市保内
町宮内５番耕地７７番
地１７

愛媛県八幡浜市保内
町宮内１０番耕地８７番
ほか５筆

３，９２５

中 原 誠 愛媛県八幡浜市真網
代丙６００番地１

愛媛県八幡浜市穴井
２番耕地４６３番 ２，６６７

梶 谷 晋 平
愛媛県八幡浜市保内
町宮内５番耕地７７番
地１７

愛媛県伊方町仁田之
浜上手峯３２０番地 １，４６７

２ 認可年月日

平成３０年５月９日

�������
�愛媛県告示第５２８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

東温市松瀬川土地改良区の定款の変更を認可した。

平成３０年５月１８日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

�愛媛県告示第５２６号
社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）附則第４条第２項の規定により、次のとおり登録研修機関の登録をした。

平成３０年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５２９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

登録を受けた者
かくたん

喀痰吸引等研修の業務を行う事業所
登録年月日

かくたん

喀痰吸引等研修の課程
名 称 住 所 名 称 所 在 地

株式会社オーボックス 東京都立川市砂川町二
丁目６８番２号 株式会社オーボックス 東京都立川市砂川町二

丁目６８番２号 平成３０年５月１０日

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭
和６２年厚生省令第４９号）別表第１第１号の
基本研修及び同表第２号の実地研修並びに
別表第２第１号の基本研修及び同表第２号
の実地研修

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号
東温市河之内字成谷甲４４０９番１地先から

同字黒岩甲４０６７番１地先まで

旧 ３．８～ ６．１
１８．７～２７．７

０．０６３
０．０５７

新 １８．７～２７．７ ０．０５７

〃 〃
東温市河之内字黒岩甲４００６番１地先から

同字土居甲３９６１番３地先まで

旧 ４．２～ ４．６
１０．１～１３９．０

０．１１９
０．１０５

新 １０．１～１３９．０ ０．１０５

〃 〃
東温市河之内字池田甲３９２０番地１地先から

同字池田甲３８８４番１地先まで

旧 ４．４～ ７．５
１０．２～１８．８

０．１３０
０．０８１

新 １０．２～１８．８ ０．０８１

〃 〃
東温市河之内字坂ノ上甲３４２３番４地先から

同字高智甲３３０４番１地先まで

旧 ４．５
１１．１～１９．１

０．０６６
０．０６０

新 １１．１～１９．１ ０．０６０

愛 媛 県 報平成３０年５月１８日 第２９７６号
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�愛媛県告示第５３０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５３１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５３２号
次のとおり落札者を決定した。

平成３０年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 湯山高縄北条線
松山市横谷乙４４２番３７から

同市横谷乙４４２番３８まで
平成３０年５月１８日

〃 〃 松山市横谷乙４４２番３６ 〃

〃 〃
東温市河之内高智甲３３０９番２地先から

同字平畑甲３２６１番１地先まで

旧 ４．３～１７．５
９．９～２２．９

０．１９７
０．１２６

新 ９．９～２２．９ ０．１２６

〃 〃
東温市河之内字アンゾ乙１６７０番１４２地先から

同字落シ甲３１７０番地先まで

旧 ４．５～ ５．７
１１．４～２２．６

０．１５２
０．０６１

新 １１．４～２２．６ ０．０６１

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２６）第１４４６８号 平成２７年
３月３日 �トータル・システム 井上 恭雅 宇和島市坂下津甲４０７－

１１２
平成３０年
４月６日 内装仕上工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２８）第１６０１３号 平成２８年
９月１１日 �兵頭建設 兵頭 堅次 南宇和郡愛南町須ノ川２８

０
平成３０年
４月９日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２６）第１７３８５号 平成２６年
９月９日 さくら組 櫻谷 幸一 西宇和郡伊方町川永田甲

２２２
平成３０年
４月１０日

大工工事業
とび・土工工事業
鉄筋工事業

建設業の廃止

（般－２７）第１６６６５号 平成２７年
４月９日 池上工業 池上 妙子 八幡浜市川之内松尾山１０

番耕地１８２
平成３０年
４月１０日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業、鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
水道工事業

建設業の廃止

（般－２７）第１６７８８号 平成２７年
１２月９日

ワタナベエンタープライ
ズ 渡邉 通 八幡浜市保内町川之石３

番耕地３０４－１１４
平成３０年
４月１０日 建具工事業 建設業の廃止

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

自動車保管場所証明電子化システム
構築業務委託及び関連機器の購入
一式

愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成３０年４月２７日
西日本電信電話株式会
社愛媛支店
愛媛県松山市一番町四
丁目３番地

８２，０８０，０００円 一般競争入札 平成３０年３月１６日

愛 媛 県 報平成３０年５月１８日 第２９７６号
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訓 令

�愛媛県訓令第１７号
庁 中 一 般

地 方 局

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３０年５月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

観

光

物

産

課

１ 省略 １ 省略 ○ 観

光

物

産

課

１ 省略 １ 省略 ○

２ 省略 ○ ２ 省略 ○

２ 省略 １ 省略 ○ ２ 省略 １ 省略 ○

３ 省略 １ 省略 ○ ３ 省略 １ 省略 ○

２ 省略 ○ ２ 省略 ○

４ 省略 １ 省略 ○ ４ 省略 １ 省略 ○

２ 省略 ○ ２ 省略 ○

３ 省略 ○ ３ 省略 ○

５ 省略 １ 省略 ○ ５ 省略 １ 省略 ○

２ 省略 ○ ２ 省略 ○

３ 省略 ○ ３ 省略 ○

６ 省略 １ 省略 ○ ６ 省略 １ 省略 ○

２ 省略 ○ ２ 省略 ○

７ 省略 １ 省略 ７ 省略 １ 省略

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

	 省略 ○ 	 省略 ○


 省略 ○ 
 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

愛 媛 県 報平成３０年５月１８日 第２９７６号
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� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

２ 省略 ２ 省略

� 省略 ○ � 省略 ○

３ 省略 ３ 省略

� 省略 ○ � 省略 ○

� 省略 ○ � 省略 ○

８ 住宅

宿泊事

業法の

施行に

関する

事務

１ 住宅宿泊事業に関するこ

と。

� 営業の届出の処理（第３

条第１項、第７項、住宅宿

泊事業法施行規則第４条第

第７項）

○

� 変更の届出の処理（第３

条第４項、第７項）

○

� 廃業等の届出の処理（第

３条第６項、第７項）

○

� 宿泊者名簿の提出の要求

（第８条第１項）

○

	 定期報告の受理（第１４

条）

○


 業務改善命令（第１５条） ○

� 業務停止命令（第１６条第

１項、第３項）

○

� 廃止命令（第１６条第２

項、第３項）

○


 報告の徴収及び立入検査

（第１７条第１項）

○

� 情報の提供（第２０条第２

項）

○

２ 住宅宿泊管理業に関するこ

と。

� 宿泊者名簿の提出の要求

（第８条第１項、第３６条）

○

� 登録等の通知の受理（第

２４条第２項、第２６条第３

項、第４３条第２項）

○

� 業務改善命令等の通知の

受理（第４１条第１項、第４２

条第３項）

○

� 業務改善命令（第４１条第

２項）

○

	 処分の要請（第４２条第２

項）

○


 報告の徴収及び立入検査

（第４５条第２項）

○
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（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

９ 省略 １ 省略 ○ ８ 省略 １ 省略 ○

２ 省略 ○ ２ 省略 ○

１０ 省略 １ 省略 ○ ９ 省略 １ 省略 ○

２ 省略 ○ ２ 省略 ○

３ 省略 ○ ３ 省略 ○

４ 省略 ○ ４ 省略 ○

１１ 省略 １ 省略 ○ １０ 省略 １ 省略 ○

改 正 後 改 正 前

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

室

長

部

長

室

長

商

工

観

光

室

１～９

省略

商

工

観

光

室

１～９

省略

１０ 住宅

宿泊事

業法の

施行に

関する

事務

１ 報告の徴収及び立入検査（第

１７条第１項、第４５条第２項）

○

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

１７ 省略 １６ 省略

備考 東予地方局今治支局及び南予地方局八幡浜支局において

は、この表１の部１の項から３の項まで及び５の項、４の

部１の項�、５の部９の項、９の部、１０の部並びに１３の部

１の項�、�及び�の規定を適用する。

備考 東予地方局今治支局及び南予地方局八幡浜支局において

は、この表１の部１の項から３の項まで及び５の項、４の

部１の項�、５の部９の項、９の部並びに１２の部１の項�

、�及び�の規定を適用する。

改 正 後 改 正 前

（産業経済部各課室の所掌事務）

第４条 省略

２ 商工観光室の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

（産業経済部各課室の所掌事務）

第４条 省略

２ 商工観光室の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略
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教育委員会公告

�公 告

平成３１年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１１条の規定により、

平成３１年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を次の要領で実施する。

平成３０年５月１８日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

１ 第１次選考試験の区分、期日及び場所

区 分 期 日 場 所

小学校教員 平成３０年７月２４日�から
２７日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）
松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

中学校教員（各教
科）

平成３０年７月２４日�から
２７日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高等学校教員（各
教科〔科目〕）

平成３０年７月２４日�から
２７日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）

特別支援学校教員

養護教員 平成３０年７月２４日�から
２７日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

栄養教員 平成３０年７月２４日�から
２７日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

注１ 区分間の併願は、認めない。

２ 場所等を変更することがある。

２ 第２次選考試験

第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者に通知

する。

３ 受験申込受付期間

平成３０年５月１８日（金）から６月６日（水）まで

４ 受験資格

次の各号のいずれにも該当する者とする。

� 試験区分に相当する教員普通免許状を有する者又は平成３１年

３月３１日までにこの免許状を取得する見込みの者で大学等で証

明が得られるもの（社会人特別選考により志願する者にあって

は、教員免許状を有しない者で、平成３１年３月３１日までに愛媛

県教育委員会が実施する教育職員検定に合格し特別免許状の授

与が見込まれるもの）

� 昭和４４年４月２日以降（次に掲げる者にあっては、昭和３４年

４月２日以降）に出生した者。

ア 他の都道府県で国公立学校（学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）第２条第２項に規定する国立学校又は公立学校をいう。

以下同じ。）の教員として勤務している者（期限付任用又は

臨時的任用である者を除く。）

イ 教職経験者特別選考により志願する者

ウ 小学校教員又は中学校教員の試験区分を志願する者で、平

成３０年４月１日から同年６月６日までの間に愛媛県教育委員

会又は本県内の市町教育委員会が１日以上の任期を定めて期

限付又は臨時的に任用した職員（講師、学習支援員、教育相

談員等、児童生徒の教育に関わる職員に限る。以下「期限付・

臨時的任用職員」という。）であり、かつ、平成２７年４月１

日から平成３０年３月３１日までの間に通算して２４月以上の期限

付・臨時的任用職員の勤務経験を有するもの

エ 栄養教員の試験区分を志願する者で公立義務教育諸学校の

学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律

第１１６号）第２条第１項に規定する義務教育諸学校の学校栄

養職員として本県で勤務しているもの（期限付任用又は臨時

的任用である者を除く。）

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及び学校

教育法第９条各号のいずれにも該当しない者

５ 受験申込手続及び試験方法

平成３１年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下

「志願要項」という。）を参照すること。

６ 志願要項及び出願関係用紙の入手方法

愛媛県のホームページからダウンロードし、印刷すること。

なお、上記によることができない場合には、下記まで問い合わ

せること。

＜問合せ先＞

附 則

この訓令は、平成３０年６月１５日から施行する。

�の２ 住宅宿泊事業に関すること。

�～� 省略

３～１３ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

� 住宅宿泊事業法第１７条第１項及び第４５条第２項の規定に基づ

く報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の２ 省略

�～	 省略

６～９ 省略

�～� 省略

３～１３ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

� 省略

�～	 省略

６～９ 省略
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志 願 種 別 宛 先

小学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

中学校教員志願者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２―２９５２

特別支援学校教員志願者

養護教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

栄養教員志願者

平成３０年５月１８日 発行

愛 媛 県 報平成３０年５月１８日 第２９７６号

３９３


